






















2013年）、知花宏樹「市場の番人として～証券取引等監視委員会の役割～ 第 5 回 犯
則調査 その 4  ～虚偽有価証券報告書提出罪、偽計罪等～」研修825号18頁以下
（2017年）、など。
228　　早法 94 巻 3 号（2019）


































（５）　西原春夫ほか（編）『旧刑法（ 3 ）─ Ⅲ〔明治13年〕日本立法資料全集34』25
頁・31頁・36頁（信山社、1997年）。
















































































（14）　竹内昭夫「第 1 章 総論」証券研究50号213－214頁（1976年）。
（15）　岡崎哲二ほか「戦前日本における資本市場の生成と発展」経済研究56巻 1 号15



























































関する重罪及び軽罪」の一つと位置付けられていた。Projet de Code Penal pour L’























































罪手口の研究（司法研究報告書 第20輯 4 ）』178頁（司法省調査課、1935年）。
234　　早法 94 巻 3 号（2019）
　なお、虚偽の相場の公示等を禁ずる規定（金商法168条）も大正 3 年取引









































伝えた場合、虚偽の風説の流布に該当するとされた（大判大 2 ・ 1 ・27刑
録19輯85頁）。虚偽の風説の例として、個人所有の船舶が暴風により沈没






































































（37）　「第二の偽電事件か」読売新聞大正 6 年11月20日朝刊 5 頁、「偽電事件の犯人検
挙」読売新聞大正 6 年11月22日朝刊 5 頁、「虚説流布者起訴されん」東京朝日新聞
正 6 年11月22日朝刊 5 頁。
（38）　有松＝出口・前掲注（24）313頁。
（39）　「警視庁の大活動」東京朝日新聞大正 9 年 5 月26日朝刊 5 頁。
（40）　「古稀庵へ偽電 暗殺警告が頻々」東京朝日新聞大正10年11月18日朝刊 5 頁、
「山公暗殺流言犯人」東京朝日新聞大正10年11月23日朝刊 5 頁、「偽電の犯人は昨日
押へらる」読売新聞大正10年11月23日朝刊 9 頁。
（41）　「北濱を混乱の目的か  武藤山治氏死去の偽電」東京朝日新聞大正14年11月 8 日






























（42）　「偽電犯人は共謀か」東京朝日新聞大正15年 6 月22日朝刊 7 頁、「大阪から三通
の偽電　けさ株屋街を驚かす」東京朝日新聞大正15年 6 月22日夕刊 2 頁、「兜町を
荒した偽電犯人か」読売新聞大正15年 7 月15日朝刊 3 頁。
（43）　「偽電犯人の大捜索開始」東京朝日新聞昭和 2 年 9 月 6 日朝刊 7 頁、「市場を騒
がせた嫌疑の十名」東京朝日新聞昭和 2 年 9 月 8 日朝刊 7 頁、「偽電事件 真相」東






238　　早法 94 巻 3 号（2019）
年改正前商法は、公告の対象を貸借対照表のみとしていた（明治32年商法








































































業務妨害罪を危険犯と解した例として、大判昭11・ 5 ・ 7 刑集15巻573頁。大審院




240　　早法 94 巻 3 号（2019）
　現代において、罪刑法定主義の観点から金商法上、慎重に運用されてい
る規定として、例えば、不正行為の禁止規定が挙げられる（157条）。本条












術数を用いることであるとし（大判明43・ 2 ・ 3 刑録16輯147頁）、例えば、
他人の漁業を妨害するため、漁場に障害物を沈め漁網を破損させた行為や

























































242　　早法 94 巻 3 号（2019）
た判例は、今のところ 1 件である（大判大 4 ・ 6 ・ 1 判例集未搭載、原審は










33年 3 月14日法律第59号）33条 1 項
（62）








当たるとされた（前出の東京地裁予審決定大 6 ・ 5 ・10新聞1258号 7 頁）。第







































（63）　第 1 審判決は東京地判大 6 ・ 7 ・16判例集未搭載、控訴審判決は東京控判大




（64）　「悪説流布の犯人三名送らる」東京日日新聞大正 6 年 3 月31日朝刊 7 頁。






























































































































































衛」『防犯科学全集 第 5 巻 知能犯篇』358─360頁（中央公論社、1935年）、など。

































（84）　大判大 5 ・ 6 ・24刑録22輯1017頁、大判大 9 ・11・17刑録26輯837頁、など。
（85）　山口・前掲注（22） 4 頁・ 6 頁。
相場変動目的に係る風説の流布・偽計の意義（西川）　　249































































































（91）　阪田雅裕『証券取引等監視委員会―日本版 SEC の誕生』序 3 ─ 4 頁〔小川是〕
（大蔵財務協会、1993年）。
252　　早法 94 巻 3 号（2019）
たことによるものであるように思われる。しかし、そうした法運用が市場
における規制のエンフォースメントの実効性を高めることにつながってい
たとも思われる。戦前における取引所は流通市場として相応の機能を果た
していたとの分析もあり、以上のような戦前の虚偽の風説の流布・偽計に
関する議論は、未成熟な市場における議論として軽視することも適切では
ないように思われ、戦前と同様に、公正な価格形成が重視される現行法の
下においても、参考にされるべきであろう。戦前の瑞々しい法運用ないし
その模索の姿勢に学ぶべきことは多いように思われる。
